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表 に使 用 してい る記号

「…」 計 数 が あ り得 な い場 合,又 は

計 数 を入 手 して い な い 場 合

「一 」 計 数 が0の 場 合

「0」 「0.0」

計 数 が0で は な い が,表 示 す

る値 に 達 しな い 場 合

(注)構 成比(%)の 増減 数 は,構 成 比が

小数 第2位 を四捨五入 した もので ある

の で差 引 と一致 しない場合が ある。



1 施 設





1施設

(1)生 涯学習・社会教育施設

① 推移

(注1)公 民館,図 書館 の()内 は分館 数で内数 である。

(注2)社 会体育施設及び民間体育施設は,特 に施設数の多いもののみをあげたので,施 設数を合計しても「計」にはならない。

(注3)増 減 数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 施設数。増減 率(%)=増 減 数 ÷平成11年 度 の施設数。

資料:文 部科 学省「社 会教 育調査報告書」
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② 設置者別

ア 公民館

-

lil

(注)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 図書館

28

1.4 %

卿

(注)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

ウ 博物館

(注)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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エ博物館類似施設

年度 計 国
独立行政
法人
都道府県 市(区) 町

i
村

5
組 合

民法第34条

の法人
その他

2 2,169 31
}

121 619 665169 7 210 347

5 2,843 41 158 784 9191230 2 284 425

8 3,522 43 190 975 1,141274i 10 345 544

11
4,064

100.0%

128

3.1'0 :::
217

5.3%

1.09

27.0%

1,314

32.3%

332

8.2%

11

03%

342

8.4%

621

15.3%

14

(増減数)

(増減率)

4,243

].00.0%

179

4.4%

-4

-3.].%

1246

2.9%01%

...

257

6.1%

40

18.4%

],162

27.4%

63

5.7%

1,397

32.9%

83

6.3%

361

8.5%

29

8.7%

7

0.2%

-4

-36 .4%

3O6

7.2%

-36

-10 .5%

623

14.7%

2

0.3%

(注)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料：文部科学省「社会教育調査報告書」

オ青少年教育施設

(注1)独 立行政法人は,国 立オリンピック記念青少年総合センター,国 立青年の家及び国立少年自然の家であ
り,計には含まれない。

(注2)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」,内閣府「青少年白書」
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カ女性教育施設

i

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

キ 社会体育施設

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

ク民間体育施設

ll1

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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ケ 文化会館

(注)増 減数=(平 成14年 度一平成11年 度)の施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

③ 種類別

ア 博物館

(注)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の施設数。増減率(%)=増 減数 ÷平成11年 度の施設数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 博物館類似施設

(注)増 減数=(平 成14年 度一平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

ウ 青少年教育施設

(注)増 減数=(平 成14年 度一平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

エ社会体育施設

(注)増 減数=(平 成14年 度一平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

オ民間体育施設

(注)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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④ 都道府県別〈平成14年度〉

ア 公民館

II
I

7

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 図書館

館

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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ウ 博物館

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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エ青少年教育施設

他

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 設置状況

ア 公民館

11

(注1)設 置率(%)=設 置市(区)町 村数÷市(区)町 村数

(注2)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数 ÷平成11年 度の施設数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 図書館

(注)設 置率(%)=設 置市(区)町 村数÷市(区)町 村数

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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ウ 都道府県別〈平成14年 度〉

(ア)公 民館

率置隷

村

(注)設置率(%)=施 設を設置する市(区)町村数÷市(区)町村数

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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(イ) 図書館

率

(注)設 置率(%)=施 設を設置する市(区)町村数÷市(区〉町村数

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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⑥ 建物の単独・複合別

ア 公民館
.一一

廓

(注)「単独 ・複合」の別は、建物面積(専用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 図書館

人

11

14

本

・

分

(注)「単独・複合」の別は、建物面積(専用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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ウ 博物館
一一一

1 i

(注)「単独・複:合」の別は、建物面積(専用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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エ青少年教育施設

(注)「単独 ・複合」の別は、建物面積(専 用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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オ女性教育施設
1

(注)「単独 ・複合」の別は、建物面積(専 用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

カ文化会館

)

(注)「単独・複合」の別は、建物面積(専 用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑦ 建物面積別

ア 公民館

(ア)推移

1

(注1)建 物面積(専 用又は共用)を有しない施設を除く。

(注2)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 施設数。=増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(イ)設置者別〈 平成14年 度〉

襯

(注)建 物面積(専用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 図書館

(注)建 物面積(専用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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ウ 博物館

区 分
平成

11

年度

平成

14

年度

(増減数) (増減率) 国
独立行
政法人:
都道
府県
市(区) 町 村 組合

民法第34
条の法人 その他

登録
博物館

博物館
相当施設

計 x.,039 1,118 79 7.6% 21い ・ 145 358 goo 3 1 356 124 818 goo

150㎡ 未満 5 9 4 80,090

i
_!_1 繭 騨 2

一 刷 3 4 5 4

150㎡ 以 上250㎡ 未 満 20 19 一1 一5
.0%

}

11i -
t

欄 3 2 一 開 9 4 10 9

1250㎡ 以 上330㎡ 未 満 28 23 一5 一'17
.9ｰJo

囎 脚

1

傭 412
騨 嗣 13 4 12 11

330㎡ 以上500㎡ 未満 76 74 一2 一一2
.6% 21

　

3 7 9 騨 } 43 10 53 21

500㎡ 以上750㎡ 未満 89 97 8 9.0%
i

2i聯

1

1 19 14 1 一 5V to 66 31

750㎡ 以 上1,000㎡ 未 満 1Q5 goo 一5 一4
.8%

i

li一 1 33 16 卿 備 41 8 78 22

1,000㎡ 以 上1,500㎡ 未 満 85 87 2 2.4/0 2 輔 1 27 11
聯 囎 33 13 64 23

L500㎡ 以 上2,000㎡ 未満 62 63 1 1.6% 1 一 2 17 8 1 1 28 5 50 13

L500㎡ 以上2,000㎡ 未満 108 117 9 8.3% 3 1 7 45 15
闇 顯 33 13 91 25

2,000㎡ 以 上2,500㎡ 未 満 78 85 7 9.0% 1
欄 6 41 n 轍 轍 18 8 68 17

2,500㎡ 以 上3,000㎡ 未 満 49 63 14 28.60 2 一 6 20 7 1 欄 21 6 49 14

3,000㎡ 以 上 334 381 47 14.1% 6 9

【

118 142 3i
i聯

欄 64 39 272 109

(注)建 物面積(専 用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

エ青少年教育施設

(注)建 物面積(専 用又は共用)を有しない施設を除く。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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オ女性教育施設〈平成14年度〉

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

カ文化会館

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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(2)社 会福祉施設

i

(注1)10月1日 現在である。

(注2)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数:÷平成11年 度の施設数。

資料:厚 生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉施設等調査」
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(3)青 少年健全育成関係施設

!;

(注1)生 涯学習・社会教育施設及び社会福祉施設を除く。

(注2)勤 労者総合スポーツ施設は、平成6年度からの設置であり、平成5年度以前は勤労者体育施設である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:「青少年白書」
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２設 備





2設 備

(1)生 涯学習・社会教育施設

① 公民館

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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営

(注)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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② 図書館

ト

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

③ 博物館

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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④ 青少年教育施設

合

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

⑤ 女性教育施設

鰍

8

。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑥ 文化会館

1 し

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(2)コンピュータの導入〈 平成14年 度〉

① 施設別導入状況

1 1

(注1)「設置施設数」の下段(%)は,総 施設数に対するコンピュータ設置施設数の割合である。

(注2)コンピュータとは,常 設のコンピュータである。

資料:文 部科学省 「社 会教育 調査報告書」

② 公民館

一

(注1)「設置施設数」の下毅(%)は,総 施設数に対するコンピュータ設置施設数の割合である。

(注2)コンピュータとは,常 設のコンピュータである。

資料:文 部 科学省 「社会教 育調査報告書」
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③ 図書館

(注1)「設置施設数」の下般(%)は,総 施設数に対するコンピュータ設置施設数の割合である。

(注2)コンピュータとは,常 設のコンピュータである。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告 書」

37



④ 博物館

(注1)「設置施設数」の下段(%)は,総 施設数に対するコンピュータ設置施設数の割合である。

(注2)コンピュータとは,常 設のコンピュータである。

資料:文 部 科学省 「社 会教育調 査報告書」
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3職 員





3職 員

(1)生 涯学習 ・社会教育施設

① 推移

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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② 施設等別

ア 教育委員会事務局

(注1)「教育委員会数」は,社 会教育関係の事務を処理している教育委員会の合計数である。

(注2)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤 とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注3)「派遣社会教育主事」の「都道府県」は実人数,「市(区)」「町」「村」「組合等」は都道府県から派遣されて
いる延べ人数である。

(注4)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注5)増 減数:=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 公民館

'.

1

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務

発令されている者であり,「非常勤 とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

43



ウ 図書館

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤 とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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エ博物館

区 分 平成2年 度 平成5年度 平成8年 度 平成11年 度 平成14年 度1(増 減 数)i(増 減率)ヨ

8,995 9,944 1.0,6'14 1.0,934 11,467L53314.9%

計
IOQ.ｮ% 100.0ｰ0 100.0ｰ0 100.0% 100,0ｰlo

369 415 473 51Q 55014017.8%

館長
4.1ｰ/a 4.2% 4.4% 4.?ｰ/a 4.3%

旧㎜…

専
1,728 1,982 2,369 2,617 2,921344,11.x%

学芸員
任 19.2% 19.9ｰro 22.2% 23.9% 25.5%

一 一}

375 360 381 312 30gI-3一 ・LO%

学芸員補
4.2% 3.6% 3.6% 2.9% 2.7%

6,523 7,187 7.45 7,495 7,6871922.6%

その他の職員
72.5ｰro 72,396 69.8% 68.5%[ 67.0ｰ0

計
1,078 1,171 x,128 1,202 1,41521317.7%

し

100.0% 10Q.Qｰ/ｮ 100.0% 100.Q% 100.0%

233 213 247 267 284176.4%

館長
21.6% 18.2% 21.9% 22.2% 20.1%

203 214 234 264 2351-291-11.0%
兼
任

学芸員
18.8% 17.9% 20.7% 22.0% 16.醜

50 40 31 24 20'一4-16.?%

学芸員補
4.6% 3.4ｰfｰ 2.7% 2.0% 1.4%

i

592 708 616 647 876229135.4%

その他の職員
:

54.9% 60.5% 54.6% 53.8% 61'9%;
1,356 1,$51 2,398 3,0?5 3,640565:18。4%

計
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 1。。。。%1.1

171 204 231 255 278}2319.0%
館長

12.6% 11.0ｰ10 9.6% 8.3%

i

7.6%: ㍉

非 135 146 208 213

畠→1

237124111.3%
常
勤

学芸員
10.0% 7.9p/o 8.7% 6.9% 6.5%i.1

凹 … 脾

58 60 80 111 125;1412.6%

学芸員補
1

4.3% 3.2% 3.3% 3.6% 3幽t
一 一 一

r罰

その他の職員
992 1,441 x.,879 2.96 3,00050420,2ｩ

;
X3.2% 77,800 78.4% 81.2% 82・4%1.1

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務

発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度:の職員数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

45



オ博物館類似施設

it

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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カ青少年教育施設

1

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成ll年 度の職員数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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キ 女性教育施設

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤 とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数:=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

48



ク 社会体育施設

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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ケ民間体育施設

(注1)「 専任」とは,常 勤 の職員 として発令されている者 であり,「兼任 」とは,当 該施設 以外 の常勤の職員 で兼務

発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発 令されている者である。

(注2)「 その他の職員」とは,事 務職員,技 術職 員,労 務職員等である。

(注3)増 減数:=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数 ÷平成11年 度の職員数。

資料:文 部 科学 省「社会教 育調査報告書」

50



コ 文化会館

区 分 平成2年 度 平成5年 度 平成8年 度 平成11年 度 平成14年 度1 (増減数)1
…(増減率)

6,731 8,892 9,605 10,731 !0,372-359-3.3%

計
100.0% !CfO.0'0 100.0% 100.0% 100.0%… …

5,733 6,321 7.19 7,889 7,532-57-0.7a/a

(うち公立)
85.2% 7L1% 74.9% 73.5% 7,5.5%......

専
任

館長
47上

7,096

.576

6.5%

641

6.7%

726

6.8%

757314.3%

7.3%…1・ 。・

688 1,048 1,093 1,074 1,011_03一,5.9ｰ0

指導系職員
10.2% 11.8% !1.4% 10.0/0 9.7%・ ・・ …

5,572 7,268 7,871 8,931 8,604-327-3.7%

その他の職員
82.8% 8L7% 8L9% 83.2% 83.0%…'● ●

!,827
`〉
,!1
12

,589 2,957 3,1191625.5%

計
1

!00.0% goooGU !00.0% !00.4ｰia 100.0%… …

!,400 !,645 2,313 2,608 2,7241164.4%

(うち公立)
76,696 77,796 89.3% 88.2% 87.3%一 ・ …

兼
任 館長

373

20.4%

446

2L1%

579

22.Eｰeo

713

24,!96

7887510.5%

25.3%・ ・・ …

296 305 342 364 296-68一 王8.7%

指導系職員
16,296 14,496 13.Eｰ/a 12.3% 9.596・ ・・ …

1,158 1,36‾5 1,668 1,880 2,035:L558.296

その他の職員
63.4% 64.5% 64,496 63.6% 65.2%… 。・・

938 2,056 3,67! 4,482 4,7072255.0%

計
100.0% Y 100.0% 100,096 !00.0%・ ・ …

814 1,678 3,2!0 3,945 3,959140,496

(うち公立)
86.8% 81,696 87.4% 88.0% 84.1%・ ・・ …

非 73 121 !82 237 225-12-5.ユ%

常 館長
勤 7.8% 5.9% 5.0% 5.3% 4.896・ 一 …

59 lr1 237 X50 2853514.0%

指導系職員
6,396 8.3% 6.5% 5.6% 6.196・ ・・ …

806 1,764 3,252 3,995 4.1972025ユ%

その他の職員
85.9% 85.8% 88,Eｰn 89.1%3 89.2%… 。・

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当該施設以外の常勤の職員で兼務

発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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③ 設置者別

ア 教育委員会事務局

(注1)「教育委員会数」は,社 会教育関係の事務を

処理している教育委員会の合計数である。

(注2)課 長 の( )は,課 長のうち社会教育主事の人

数である。

(注3)「派遣社会教育主事」の「都道府県」は実人

数, 「市(区)」 「町」「村」「組 合等」は都 道府 県

から派遣されている延べ人数である。

(注4)「専任」とは,社 会教育又は社会体育担当の

課の常勤の職員として発令されている者であ
1"一,

r

り, 「兼任」とは,社 会教育又は社会体育担当

i の課以外の常勤の職員で兼務発令されてい
一i

i

i
葡 る者であり,「非常勤」とは,社 会教育又は社

会体育担当の課の非常勤の職員として発令さ

.

れている者である。
蝋

(注5)「そ の他 の職員」とは,事 務職員,技 術職員,

禰 労務職員等である。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
52



イ 公民館

=

!-

1

(注1)

「専任」とは,常 勤の職員として発令 されてい

る者であり,「兼 任」とは,当 該公 民館以外 の

常 勤 の職 員 で兼 任 発 令 され ている者 であ
り,「非 常勤」とは,非 常勤 の職 員として発令

されている者である。

(注2)

「そ の他 の職 員 」とは,事 務 職 員,技 術 職

員,労 務職員 等である。

資料:文 部科学省 「社会教 育調査報 告書」
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ウ 図書館

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該図書館以外の常勤の職員で

兼任発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

54



エ博物館

.1

(注1）「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該博物館以外の常勤の職員で兼
任発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

55



オ 青少年教育施設

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼任
発令されている者であり,「非常勤 とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

56



④ 指導系職員の状況

(注1)社 会教育主事には,派 遣社会教育主事主事を含む。

(注2)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

⑤ 女性職員の状況

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)増 減数＝(平 成!4年 度－平成11年 度)の職員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の職員数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑥ 社会教育関係職員の状況〈平成14年度〉

ア 担当別

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼務
発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)「その他の職員」とは,事 務職員,技 術職員,労 務職員等である。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 人口規模別

(ア)社会教育主事

市(区)

1

(注)「社会教育主事数の専任及び兼任」には,課 長のうち社会教育主事として発令されている者を含む。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

59



等

)

(注)「社会教育主事数の専任及び兼任」には,課 長のうち社会教育主事として発令されている者を含む。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(イ)派遣社会教育主事

(注)「派 遣社 会教育主事数の 「計」は,「都 道府県」,「市(区)」,「 町」,「村 」及 び 「組 合等 」の合 計数である。

資料:文 部科学 省「社 会教 育調査報告書 」
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⑦ 種類別

ア 博物館

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該博物館以外の常勤の職員で

兼務発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)職 員数の計は,専 任,兼 任,非 常勤の職員の合計である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 職員数

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 博物館類似施設

「1

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該博物館類似施設以外の常勤
の職員で兼務発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)職 員数の計は,専 任,兼 任,非 常勤の職員の合計である。

(注3)増 減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 職員数

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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ウ 青少年教育施設

「

(注1)「専任」とは,常 勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当 該施設以外の常勤の職員で兼
務発令されている者であり,「非常勤」とは,非 常勤の職員として発令されている者である。

(注2)職 員数の計は,専 任,兼 任,非 常勤の職員の合計である。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

63





4学級・ 講座





4学 級 ・講座

(1)学 級 ・講座数

① 推移

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の学級・講座数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の学
級・講座数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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② 施設等別
一一.

o

i

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

③ 設置者別

ア 教育委員会

(ア)実施教育委員会数
…

1

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年度間)の実施教育委員会数。増減率(%)=増 減数÷平成10年度間の
実施教育 委員会数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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(イ)学 級 ・講座数

・

(注)増 減数=(平 成13年 度間－ 平成10年 度 間)の 学級 ・講座 数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度 間の学級 ・

講座数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

(ウ)平 成13年 度 間

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

9



イ 公民館

(ア)推移

.

(注)増 減数=(平 成13年 度問－平成10年 度間)の学級・講座数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の学級・
講座数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

(イ)平 成13年 度 間

4

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

70



ウ 青少年教育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

71



エ女性教育施設

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

オ文化会館

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の学級・講座数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の学級・
講座数。

資料=文 部科学省「社会教育調査報告書」
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カ知事部局・市町村長部局

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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④ 学習内容別

ア 教育委員会

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度聞)の学級・講座数。増減率(%)=増 減数÷平成10年度聞の学
級・講座数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 公 民館

o'
1

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の学級・講座数。増減率(%)=増 減数÷平成10年度間の学
級・講座数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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ウ 青少年教育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度間－ 平成10年 度 間)の 学級 ・講座数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度 間の学

級 ・講座数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 対象別

ア 教育委員会

(ア)学習内容別

5

(注)「青少年対象」の平成元年度,平 成4年 度
間は「少年対象」「青年対象」を合計したも
のである。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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(イ)推移

(注1)「 青少年対象」の平成元年度,平 成4年 度 間は 「少年対象」「青年対象」を合計したものである。

(注2)増 減数＝(平 成13年 度間－ 平成!0年 度間)の 学級 ・講座数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度 間の学

級 ・講座数。

資料:文 部科学省「社会教 育調査報告書」

イ 公民館

}

(注1)「青少年対象」の平成元年度,平 成4年度間は「少年対象」「青年対象」を合計したものである。

(注2)増 減数=(平 成13年度間－平成10年度間)の学級・講座数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の学
級・講座数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑥ 開催場所別

ア 教育委員会

(注)増 減数=(平 成13年 度間－ 平成!0年 度間)の 学級 ・講座 数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度 間の学

級 ・講座数:。

資料:文 部科学省 「社会教育調査報告書」
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(2)受 講者数

① 推移

区 分 平成元年度間 平成4年度間 平成7年度間 平成10年度間 平成13年度間

II

i(増 減 数)
i

…(増減率)…

学級 ・講座i
1件 当たりの

i受 講者数

教育委員会 4,352,563 5,163,710 5,773,017 6,349,352

ii
iiii

8脚 郷1脚23i3・.7%1493

}

公民館※類
似施設を含
む

(公民館)

7,872,448

7,632,046

9,056,739

一 一 門

8,732,654

8,997,727

8,682,583

10,013,791.

一{

9,617,393

i巳

10,634,061 1聯68}
1

i
i

11鯉5511燗464i1σ6%1313

} "一 踊 鴇肖 閉 一}一 らL一 塙「一

10.6%ト31.2

青少年教育
施設

548,197 374,038 420,446 510,365
i

495,532-14,833'一2.9%34.4

{

女性教育
施設

133.89 139,517 159,000 218,172

i

'1

280,36662,194;28.5% 139.21

文化会館 1,363,536 1,562.98 1,588.92 1,351,716

}1
1,728,964・377,248i27.9%:3L5

i

都道府県知
事部局・市町
村長部局

9,987,220 12,362,883 13,45,472 10,974,490 1鰯 乳217!紺 剛 胴 鼎

1

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の受講者 数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度間の受講者
数:。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

② 女性 受講者

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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③ 施設等別

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

④ 設置者別

ア 教育委員会

(ア)推移

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の受講者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の受講者
数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(イ)男 女別 ・学 習内容別

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 公民館

(ア)推移

1

1 11.

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の受講者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の受講者
数。

.資料:文部科学省 「社会 教育調査報告書」
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(イ)男 女別 ・学 習内容別

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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ウ 青少年教育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の受講者数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度間の受講者
数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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エ女性教育施設

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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オ 文化会館

区 分 全国 (うち公立)

平成元年度間 1,363,536 1,277,83093.7%

平成4年 度間 1,562,938 x.,260,05381.0%

冑}…

平成7年 度間実 1,588,922 1,518,34395.6%

葎 平成1・鞭 間
x,351,716

『一

x.,221,7879(x.4%

融 κ}一

数 平成13年 度間 1,728,964 1.59$,39392.4%

(増減数) 377,248 376,606…

(増減率) 27.x% 3Q.8%...

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の受講者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の受講者
数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

カ知事 部局 ・市 町村 長部 局

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 学習内容別

ア 教育委員会
一.

1

(注)増 減数=(平 成13年 度問－平成10年 度間)の受講者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の受講者
数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 公民館

…

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の受講者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の受講者
数:。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

88



5諸 集 会





5諸 集会(講演会,文 化 ・体育事業等)

(1)実 施施設等数

① 概要

区 分 平成元年度間 平成4年 度間 平成7年 度間 陛ll乞成10年 度 間 平成!3年度間 (増:減数)(増 減率)

公 民 館※類似施設を含む !3,627 13,795 13,94! !3,610 13,534-76-0.6%

図 書 館 1,495 !,702 !,904 2,07.5 2,2031286.2%

博 物 館 1? 605 1 690

」
75969!0.0%

博 物 館 類 似 施 設 838 1,072 1β57 ユ,317 1,33922!.7%

青 少 年 教 育 施 設 716 738 762 838 894566.7%

女 性 教 育 施 設 189 201 !92 177 169-8-4.5%

文 化 会 館 728 944 !,220 !,460 !,559996.8%

(注)増 減数=(平 成13年 度間－ 平成!0年 度問)の 施設数。増減率

資料=文 部科学省「社会教育調査報告書」

(%) =増減数÷平成10年 度間の施設数。

② 公民館

.

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の施設数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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③ 図書館
..........一.一一.

区 分 平成元年度間 平成4年 度間 平成7年 度間 平成10年度間 平成13年度間 (増減数)
…

…(増 減率)

…1実
:施施設総数

1,495 1,702 L904

.....

2,075

…

2,203;12816.2%
…'

2
100.0% XOO.0% 100.0% 100.0% 10.0%.,....1
...一.一...

都道府県
541 52 54 60 5$一2'一3.3%

J.t,)p10 3.1% 2.8% 2.9% 2.6%…i…
.....'..「-」1「「「.1..閲m 「L..1「..」 「」.P... .日.「」.F門.....■.-「..r...r幽 臼P.」L...」....L、.......-■ .・....1.」1...L.`「`'.國 ・.」..一...'.」■「門...'".・・...」.1..P ..・..一 ・........… 一一1一・・..・一..・ ・.・一 一

市(区)
1,022 1,123 1,210 1,238 1・305167:;5・4%

!

68.4%.
....-.■..

66,096
」..

63.6% 59.7% ,59.2ｰeo.....

、、..1.....

町
379
:

一
….477 .

581 703 759156;:8.0%
iI

25.Eｰ'p 28.0% 30.5% 33.9% 34.5ｰ10......
:......、-...、...、...、.....「.......、1... '. ..■[. 噛......1..."..噛......℃.

村
18 31 36 52 60S'15.4%

1
1.2% !.8% L9% 2.5% 2.7%;・ ・・ ・ …

...1. 1..........:.......

組合等
3 2 3 2 5:3:1150・0%

0.2% 0.1% 0.2% (?.1% 0.2%.一 絹 …1

.、恥

… 法人
!9 17

.卜.

20 2D 161一 ダ ー26蕊

1

1..3ｰ0 1.0% 1.!% 1.0% 0・7%!'" ..'●

1,2ｩ? ,357 1,531 1,631 !,743111216.9%

読書会・研究会
84.7% 79.7% 80.4% 78.6% 79ユ%:…}…

.-1...

鑑賞会・映写会
972 1,167 1,239 1,356 1,34。1.一1a..1「 一L2%

1…

65.0% 68.6% 65.1%) 65.3% 60.8%;・ ・。・ 。・・

..1.」 、.・ .,..■,..■..
.…・ .一 一....一

資料展示会
681 799 919 996… 1,020

:24;2・4%.

1
45.6% 46.9% 48.3%

i48・0%.1
46.3%1・ 。・1・ 一

.

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の 施設数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度間の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

④ 博物館

ア 推移

・

1 i 11

(注)増 減 数=(平 成13年 度間－ 平成10年 度間)の 施設数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度間の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

92



イ 種類別〈 平成13年 度間〉
一

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑤ 青少年教育施設

・

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑥ 女性教育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の 施設数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

⑦ 文化会館

(注1)「計」及び「実施施設数」には,主 催又は共催のいずれか一方でも諸集会を実施している数を計上しているた
め,計 と内訳の合計は一致しない。

(注2)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の施設数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の施設数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(2)実 施件数

① 概要

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

② 教育委員会

・・

;1

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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③ 公民館

区 分 平成元年度間 平成4年度間 平成7年度間 平成10年 度間 平成13年 度間 (増減数)(増 減率)1

274,330 267,689 224,948 163,728 155,92一 一8,636'一5.3%

計 1

100.0ｰ/a 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%…1…

98.93$ 92,571 70,451 48,999 51,1662,1674.4%

講 習 会・講演会 ・実習会
36.1% 34.6% 31.3% 29.9% 33.4%....

X4,151 33,286 30,732 26,$91

一
1

21,645-5,246-19.5%

主催 体育事業
7.2.4% 12.4% ].3.7% 16.4% 14.0%。 ・・

43,964 4,117 37,146 29.88 28,57Q-1,313-4.4%

文化事業
15.0% 17.2% 16.5% 18.3% 18.4%・ ・・ …

46,847 44.77 41.97 21,365 20,040-1,325-6.2%

講 習 会・講演会 ・実習会

17.1% 16.7ｰ/a 18.6% 13.0% 12.9%......

24,592 24,347 XO,784 19,640 18,293-1.37-6.9%

共催 体育事業
9,fJ% 9.1% 9.2% 12.(Jｰ/a 11.8%・ ・・ …

25,838 26,731 23,928 16,950 15,378-1,572-9.3%

文化事業
9.40 10.C?ｰlo 10.6% 10.4% 9.9%・ … 一

■o■ ● ● ● ■9膚 .., 4,634.....

家庭教育に関するもの
■ ● ■ 働 ゆ の ,oo 3.0%…

., ● ■. 甲o・ ωoo

1,130・ ・・ …

託児サービスの実施
o■ ■ w ・ ■ ・

0.7%・ ・・ …

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

④ 図書館

..

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 博物館

ア 推移
..一一...

1

1

(注)増 減数＝(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 種類別〈 平成13年 度間〉

1 ..一

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
e

7



⑥ 青少年教育施設

。

(注)増 減数=(平 成13年 度間－ 平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑦ 女性教育施設

ll

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑧ 社会体育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件薮。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑨ 民間体育施設

ト

(注)増 減数=(平 成13年 度間一平成10年 度間)の件数。増減率 (%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑯ 文化会館

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成!0年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年度 間の件数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

⑪ 知事部局・市町村長部局

・

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度間の件数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(3)参 加者数

① 概要

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部科学省 「社会教育調査報 告書」

② 教育委員会

.

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部科学省 「社会教育調査報 告書」
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③ 公民館

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部科学 省 「社会教 育調査報告書 」

④ 図書館

。

{

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部 科学省 「社 会教育調査報 告書」
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⑤ 博物館

ア 推移
.一.

i 卜

(注)増減数＝(平成13年度間－平成10年度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年度間の参加者数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

イ 種 類別〈 平成13年 度 間 〉

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑥ 青少年教育施設

"

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部科学 省 「社 会教育調査 報告書」

⑦ 女性教育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部科 学省 「社 会教育調査 報告 書」
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⑧ 社会体育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度聞一平成!0年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑨ 民間体育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度間一平成10年 度間)の参加者数b増 減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑩ 文化会館

…

(注)増 減数=(平 成13年 度間一平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑪ 知事部局・市町村長部局

●

(注)増 減数=(平 成13年 度間一平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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指導者研修6





6指 導者研修

(1)実 施件数

① 教育委員会

…

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度聞)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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② 青少年教育施設

(注)増 減数=(平 成13年 度問－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

③ 社会 体育 施設(ス ポーツ関係)

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

④ 民間体育施設(スポーツ関係)

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 都道府県知事部局・市町村長部局
一 一

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の件数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の件数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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(2)参 加者数

① 教育委員会

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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② 青少年教育施設

(注)増 減数=(平 成13年度間－平成10年 度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の参加者数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

③ 社 会体育施設(ス ポーツ関係)

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

④ 民間体育施設(スポーツ関係)

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 都道府県知事部局・市町村長部局

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年度間)の参加者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年度間の参加者数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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7施 設の利用
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7施 設の利用

(1)利 用者数

① 概要 (千人)

(注1)利 用者数は,図 書館は「図書の帯出者数」,博物館及び博物館類似施設は「入館者数」である。

(注2)社 会体育施設及び民間体育施設は,陸 上競技場,野 球場・ソフトボール場,多 目的運動場,水 泳プール
(屋内・屋外),レ ジャープール,体 育館の利用者数である。

(注3)増減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の利用者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度の利用者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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② 公民館
..一. 一.

…

1 i i

(注)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の利用者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の利用者数。

資料:文部科学省「社会教.育調査.報告書」
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③ 図書館

(注)増減数躍(平成13年 度間一平成!0年 度間)の利用者数。増減率(%)畿 増減数÷平成10年 度間の利用者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

④ 博物館 (千人)

i

(注)増減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の利用者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の利用者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 青少年教育施設
..一 ......1

..

(注)増減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の利用者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の利用者数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」



⑥ 女性教育施設
r隔　

…i1

(注)増減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の利用者数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の利用者数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

121



⑦ 社会体育施設 (千人)

(注1)社 会体育施設 は,陸 上競技 場,野 球場 ・ソフトボール場,多 目的運動場,水 泳プール(屋 内・屋外),レ
ジャープール,体 育館の利用者である。

(注2)増 減数=(平 成13年 度間－ 平成10年 度間)の 利用者数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度間の利用者数。

資料:文 部科学 省 「社会 教育調査報 告書」

⑧ 民間体育施設 (千 人)

(注1)民 間体育施 設は,陸 上競 技場,野 球 場 ・ソフトボール場,多 目的運動場,水 泳プール(屋 内 ・屋外),レ
ジャープール,体 育館 の利 用者 である。

(注2)増 減数=(平 成13年 度 間－ 平成10年 度間)の 利用者数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度 間の利用者数。

資料:文 部科学 省「社会教 育調査報告書 」
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8住 民 参 画





8住 民参画

(1)ボ ランティア

① ボランティア活動

ア 活動者数

(注1)都 道府県・指定都市及び市区町村社会福祉協議会のボランティアセンターが把握している数値である。

(注2)増 減数=(平 成16年4月－ 平成13年4月)の 数。増減率(%)=増 減数÷平成13年4月 の数。

資料:全国社会福祉協議会「ボランティア活動年報2004」

イ 活動者の構成

男性 27.1% 無回答 0.2%

レ

資料:全 国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査」(平成13年12月31日 現在)

ウ 活動の内容

(ア)活動の類型

)

資料:全 国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査」(平成13年12月31日 現在)

125

女性 727%

w



(イ)テ ーマの内容

資料:全 国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査」(平成13年12月31日 現在)

(ウ)活 動の対 象者

i

資料:全国社会福祉協議 会「全国ボランティア活動者実態調査」(平成13年12月31日 現在)

既5

…

%

・

ρ02

%

…

おー

%1
ゆ5

A」 馴開隅

4.7%

1.4%
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② 登録制度〈平成14年度〉

ア 施設等別

1

(注1)()内 は,平成8年度調査の数値 である。

(注2)平 成14年 度調査より,ボランティア登録団体数及び登録者数で把握する調査方法に変更しており,平成
11年度調査との比較はできない。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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イ 公民館

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

ウ 図書館

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

エ博物館

(ア)設置者別

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(イ)種 類別

一一

一 一

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

オ 青少年教育施設

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

カ女性教育施設

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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キ 社会体育施設

1

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

ク 民間体育施設

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

ケ 文化会館

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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(2)NPO法 人(特 定非営利活動法 人)

① 推移(累 計) ② 都道府県別〈平成17年〉

487

児

(注1)各 年3月31日1現 在。

(注2)増 減数:=(平 成17年 度－ 平成16年 度)の 数。増減率(%)=増 減数 ÷平成16年 度 の数。

資料:内 閣府 「非 営利 活動促進 法に基 づく認証数」(平成10年12月1日 から17年3月31日 累計)
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(3)社 会教育関係委員等

① 社会教育委員

ア 推移

平成11年 度 平成14年 度 (増減数) (増減率)

計 男
1

女 計 男 女 計 男 女 計i 男 … 女

教育
委員会数:

3,326 3,317 _g 一〇
.,3%

設置教育
委員会数

3,246

97.6%

3,230

J7.4%

一16

-U
.2ｰ/a

一Q
.5%

委員数
37,519128,420

100.0%175.7%

9,099

24.3ｰlo

36,709

100.0%

26,123

71.2ｰ10

10,586

2$.$%

一810 一2
,297 1,487 一2

.2%
一8
.1% 16.3ｰ1

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 設置者別〈平成14年 度〉

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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②社会教育関係指導員

ア 推移

区分
平成11年 度 平成!4年 度 (増減数) (増減率)

計 男 女 計 男 女 計 剃 女 計1男 女

教育
委員会数

3,326...... 3,317… 一9。 ・・ 。・ゲ ー0.3%・ … 一

1

設置教育
委員会数

3,157

95.8%

3,163… 一24・ ・・ … 一 〇 。8%・ ・・ …

95.4%・ 。・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ … 一 ・

社会教育
指導員

6,80?'4,272,533

100.0%62.8%37.2%

5,303,12,52,305-1,377-1,19-228-20.2ｰ/ｩ一26.9%一9.0%

100。0%57.6%42.4%… 。・・ 。・・ …

体育
指導委員

63,08840,40216,686
1

100.0%;73.6%26.4%

55,74440,17615,,56-7,344-6,226-1,118-11.6%一!3.4%一6.7%

100.09672.1%27.9%・ ・・ … 一・ ・・・ …

各種
指導員

41,829;29,17812,651

ト
100.0%169.8%30.2%

42,60129,560!3,04!7723823901.8%1.3%3.1%

100.0%69.4%30。6%。 ・・ 。・・ 。・・

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 設置者別〈平成14年 度〉

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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③ 公民館運営審議会

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

④ 図書館運営協議会

。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 博物館運営協議会

ア 設置者別

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

イ 種類別

,

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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(4)民 間営利社会教育事業者との連携・協力

①施設等別(委 託事業数)

(注1)「民間営利社会教育事業者」とは,カルチャーセンター,アスレチッククラブ,語 学学校など,企業や個人等
が営利を目的として社会教育事業を行う者である。

(注2)委 託事業数とは,学 級・講座及び諸集会(青少年教育施設,女 性教育施設及び社会体育施設は研修事
業及び相談事業を含む)の件数である。

(注3)増 減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の事業数。増減率(%)=増 減数 ÷平成10年 度間の事業数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

② 教育委員会〈平成13年 度間〉

騨

(注)「教育委員会数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託している数を計上し
ているため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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③ 公民館〈平成13年 度間〉
一 一

町

(注)「施設数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託している数を計上している
ため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

④ 図書館〈平成13年 度間〉

扁

(注)「施設数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託している数を計上している
ため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 博物館〈平成13年度間〉

(注)「施設数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託している数を計上している
ため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

⑥ 青少年教育施設〈平成13年 度間〉

(注)「施設数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託している数を計上している
ため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料=文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑦ 女性教育施設〈平成13年 度間〉

(注)「施設数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託している数を計上している
ため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑧ 社会体育施設〈平成13年度間〉

(注)「施設数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託している数を計上している
ため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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⑨ 文化会館〈平成13年度間〉

1

(注)「教育委員会数」及び「施設数」の「計」欄には,全 部委託又は一部委託のいずれか一方でも業務委託して
いる数を計上しているため,計 と内訳の合計は一致しない。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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9財 政

(1)社 会教育費等

① 推移 (億円)

(注)地 方教育費総額とは,公 立の幼稚園,小 学校,中 学校,盲 ・聾・養護 学校,高 等学校,中 等教育学校,専
修学校,各 種学校及び高等専門学校の各学校の支出経費並びに都道府県,市 町村の教育委員会が社会
教育及び教育行政のために支出した経費の決算額合計である。

資料:文部科学省「地方教育費調査報告書」

② 財源別社会教育費 (千 円)

平成!4年 度 平成15年 度

資料:文部科学省「地方教育費調査報告書」
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③ 施設等別 (千 円)

資料:文部科学省「地方教育費調査報告書」

(2)生 涯学習関連費

① 推移 (億円)

(注)生 涯学習関連費とは,都 道府県知事部局所管施設分である。

資料:文 部科学省「地方教育費調査報告書」
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② 財源別 (千 円)

一}「.

… …

資料:文部科学省「地方教育費調査報告書」

③ 施設等別 (千 円)

..

ii

資料:文 部科学省「地方教育費調査報告書」
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(3)国 民 医療 費 (兆 円)

(注1)平 成12年 度は、介護保健への移行による医療費の減(約2兆 円)を見込んでいる。

(注2)増 減数=(平 成14年 度－ 平成13年 度)の 医療費。増減率(%)=増 減数÷平成13年 度の医療費。

資料:厚 生労働省「厚生労働白書」
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10企 業・ 職業
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10企 業 ・職業

(1)カ ルチャーセンター

① 事業所数

(注)増減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 事業所数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の事業所数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」,経済産業省「平成14年 度特定サービス産業実態調査報告書」

② 従業者数

ア 平成14年 度

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」,経済産業省「平成14年 度特定サービス産業実態調査報告書」
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イ 推移

● ●o

(注)増減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 従業者数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の従業者数。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」,経済産業省「平成14年度特定サービス産業実態調査報告書」

③ 講座数

ア 実施事業所数

(ア)平成13年 度間

(注〉「実施事業所数」,「講座数」,「延受講者数」は,平 成13年11月1日 から平成14年10月31日 までの1年 間に事業所が開
講した講座数及び受講者数をいう。

資 料:文 部 科学省 「社会教育調査報 告書」,経済産業省 「平成14年 度特定サービス産 業実態調査 報告書」
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(イ)推 移
一

(注)増減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の実施事業所数。増減率(%)=増 減数:÷平成10年 度間の実
施事業所数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」,経済産業省「平成14年 度特定サービス産業実態調査報告書」

イ 講座数

(ア)平 成13年 度間

(注)Xは,1又 は2である事業所に関する数値で,これをそのまま掲げると個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあるため数
値を秘匿した個所である。また,事 業数が3以上であっても1又は2の事業者の数値が合計との差し引きで判明する個所
はXで 表した。

(注2)「実施事業所数」,「講座数」,「延受講者数」は,平 成13年11月1日 から平成14年10月31日 までの1年 間に事業所が開

講した講座数及び受講者数をいう。

資料:文 部科学省 「社会教育調査報告 書」,経済産業省 「平成14年 度特定サービス産 業実態調査報 告書」151



(イ)推 移

(注)増減数=(平 成13年 度間－平成10年 度間)の講座数。増減率(%)=増 減数÷平成10年 度間の講座数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」,経済産業省「平成14年 度特定サービス産業実態調査報告書」

ウ 延受講者数

(ア)平成13年 度間

(注1)Xは,1又 は2である事業所に関する数値で,これをそのまま掲げると個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあるため数
値を秘匿した個所である。また,事 業数が3以上であっても1又は2の事業i者の数値が合計との差し引きで判明する個所
はXで 表した。

(注2)「実施事業所数」,「講座数」,「延受講者数」は,平 成13年11月1日 から平成14年10月31日 までの1年 間に事業所が開
講した講座数及び受講者数をいう。

資料:文 部科 学省 「社会 教育調査報告 書」,経済産業省 「平成14年 度特定サービス産 業実態調査報 告書」
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(イ)推 移

(注)増減数=(平 成13年 度間－平成10年度間)の受講者 数。増減率(%)=増 減数÷平成10年度間の受講者数。

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」,経済産業省「平成14年 度特定サービス産業実態調査報告書」

④ 会員数

●i幅`.

(注1)平 成14年 度会員数は,平成14年11月1日 現在の会員数。

(注2)増 減数=(平 成14年 度－平成11年 度)の 会員数。増減率(%)=増 減数÷平成11年 度の会員数。

(注3)区 分の金融系・交通系機関は,平 成11年 度までは,金 融機 関である。

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」,経済産業省「平成14年 度特定サービス産業実態調査報告書」
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(2)雇 用者(全 産 業)

(注)増 減数=(平 成14年 度－ 平成13年 度)の 人数。増減率(%)=増 減数÷平成13年 度の人数。

資料:総務省統計局「労働力調査」

(3)技 能検定

① 推移

　牡一一 』… 　

(注)増 減数=(平 成14年 度－ 平成13年 度)の 人数。増減率(%)=増 減数:÷平成13年 度の人数。

資料:厚生労働省職業能力開発局調べ

② 累計

(注)上段:平 成14年 度,下段:累 計(昭和34年 度～平成14年 度)

資料:厚 生労働省職業能力開発局調べ
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(4)公 共職業訓練

① 推移
一

1

資料:厚生労働省調べ

② 種類別

資料:厚生労働省調べ
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■ ● ●

資料:厚 生労働省調べ
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11そ の 他





11その他

(1)情 報提供〈平成13年 度間〉

① 施設別
一一一

(注)複数回答

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

② 公民館

1{1

(注)複数回答

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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③ 図書館

(注)複数回答

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」

④ 博物 館

(注)複数回答

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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⑤ 青少年教育施設
一一一

(注)複数回答

資料=文部科学省「社会教育調査報告書」

⑥ 女 性教育施設

(注)複数回答

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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⑦ 社会体育施設

(注)複数回答

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑧ 民間体育施設

i

(注)複数回答

資料:文 部科学省「社会教育調査報告書」
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⑨ 文化会館

(注)複数回答

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」

⑩ 都 道府 県知事部局 ・市町村長部 局

(注)複数回答

資料:文部科学省「社会教育調査報告書」
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(2)学 位授与

① 累計

ア 平成3年6月 末

8

『

資料:文部科学省大学課振興課調べ

●●●

3

..



イ 平成3年7月 ～平成15年3月 末

(注1)表 アの旧制博士の欄※印の箇所は林学博士。

(注2)表 アの 旧制博 士は学位令(明20勅 令第13号 ・明31勅 令第344号 及び大正9勅 令第200号)に よる認 可数

で,昭37.3.31を もって終了した総数である。

(注3)表 アの新制博士は,学校教育法(昭22法 律第26号)及 び学位規則(昭28文 部省令第9号)に より昭和32
年度から授与されて文部大臣に平3.6.30までに報告された総数である。

(注4)表 イの博 士,修 士の授与件数:は,平成3年7,月 の学位 規則 改正後 に授:与されて,文部 大 臣に平15.3.31ま

でに報告された総数である。

資料:文 部科学省大学振興課調べ
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② 年次別学位授与数

理学 工学 曲愚辰=子

1[

(注1)「商船」は,平成3年7月 に学位規則が改正されたことにより,分類が難しくなったため平成3年7月 以降は
「工学」に含まれるようにした。

(注2)「学術」は平成3年7月 に学位規則が改正されたことにより,学術修士,学術博士の学位の種類が廃止さ
れたことに伴い,平成3年7月 以降は分野的には「その他」となっている。

(注3)平 成3年 度については,平成3年7月 に学位規則が改正されたことにより,区分して集計した。

資料:文 部科学省大学振興課調べ
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(3)各 種学校・専修学校

① 学校数

ア 推移

.

(注1)「学校数」は,高 等課程を設置する専修学校の数,専 門課程を設置する専修学校または一般課程を設置
する専修学校の数で延数である。

(注2)増 減数=(平 成17年 度－平成16年 度)の 学校数。増減率(%)=増 減数÷平成16年 度の学校数。

資料:文部科学省「学校基本調査報告書」
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イ 平成17年 度

(ア)学 科 別

資料:文部科学省「学校基本調査報告書」

(イ)課 程 別

(注1)「学校数」は「区分」欄の課程をもっている学校の延数である。

(注2)休 校 中の学校は含まれていない。

資料:文 部科学省「学校基本調査報告書」
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ウ 都道府県別

8

19

資料:文 部科学省「学校基本調査報告書」



② 生徒数

ア 推移

(注)増 減数=(平 成17年 度－平成16年 度)の 生徒数。増減率(%)=増 減数÷平成16年 度の生徒数。

資料:文 部科学省「学校基本調査報告書」
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③ 教員数

ア 専修学校

(ア)設置者別

1

(注)増減数=(平 成17年 度－平成16年 度)の 教員数。増減率(%)=増 減数÷平成16年 度の教員数。

資料:文部科学省「学校基本調査報告書」

(イ)課 程別

.

(注)増 減数=(平 成17年 度－ 平成16年 度)の 教員数。増減率(%)=増 減数÷平成16年 度の教員数。

資料:文 部科学省「学校基本調査報告書」
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イ 各種学校

(注)増 減数=(平 成17年 度－ 平成16年 度)の 教員数。増減率(%)=増 減数:÷平成16年 度の教員数。

資料:文 部科学省「学校基本調査報告書」
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(4)通 信教育

① 大学

(注)増減数=(平 成17年 度－ 平成16年 度)の数。増減率(%)=増 減数÷平成16年 度の数。

資料:文部科学省「学校基本調査報告書」

② 大学院

(注1)大 学院の「学校数」の()内 は,大 学の学校数の再掲である。

(注2)増 減数=(平 成17年 度－平成16年 度)の数。増減率(%)=増 減数÷平成16年 度の数。

資料:文部科学省「学校基本調査報告書」

③ 短期大学

i
O%

(注)増 減数=(平 成17年 度－平成16年 度)の 数。増減率(%)=増 減数 ÷平成16年 度の数。

資料:文 部科学省「学校基本調査報告書」
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④ 高等学校(通 信制)

ア 推移

(注1)「併置校」とは、全 日制課程を置く高等学校、定時制課程を置く高等学校又は全 目制課程と定時制課程を併
置する高等学校に併設されている学校をいう。

(注2)増 減数=(平 成17年 度－平成16年 度)の 数。増減率(%)=増 減数÷平成16年 度の数。

資料:文 部科学省「学校基本調査報告書」
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イ 都道府県別

一

資料:文部科学省「学校基本調査報告書」
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(5)大 学公開講座

i

(注)増減数=(平 成14年 度－ 平成11年 度)の 数。増減率(%)=増 減数 ÷平成11年 度の数。

資料:文部科学省「大学改革の進捗状況について」

(6)大 学院 の社 会 人受入

(注)増 減数=(平 成17年 度－ 平成14年 度)の 数。増減率(%)=増 減数:÷平成14年 度の数。

資料:文 部科学省(各 年度5月1日 現在)

(7)学 校 評議 員(類 似制度 を含 む)

1 1

資料:文部科学省(平 成16年7月1日 現在)
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(8)青 少年国際交流事業

① 国における派遣・受入事業

資料:内 閣府「青少年白書」
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② 青少年団体が国の補助によって実施した事業

i

資料:内 閣府「青少年白書」
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1

資料:内 閣府「青少年白書」
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